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○厚生労働省の2024年度予算の概算要求が公表されました

○厚生労働省の要求額は33兆7,275億円で、2023年度の概算要求額と比較して5,866億
円（うち、高齢化等に伴う自然増は5,200億円）増えており、全体額（約114兆円）の
30%となっています

○薬局や薬剤師に関連する項目では約10億円計上されています
○予算が計上されている内容は今後の薬局に求められる内容とも言えますので、2024年度調
剤報酬改定にも影響する可能性が考えられます

資料No.20230915-2068-1-p2

資料のポイント

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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令和6年度厚生労働省予算概算要求の全体像

資料No.20230915-2068-1-p3

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

○厚生労働省の要求額は33兆7,275億円で、2023年度の概算要求額と比較して5,866億円（うち、高齢
化等に伴う自然増は5,200億円）増えており、全体額（約114兆円）の30%となっています

30%

70%

2024年度予算概算要求【全体額114兆円（前年度比＋8兆円）】

厚生労働省要求額
【33兆7,275億円（前年度比＋5,866億円※）】
※高齢化等に伴ういわゆる自然増は5,200億円

薬局や薬剤師に関連する項目は約10億円

（参考）2023年9月5日財務省「令和６年度一般会計概算要求・要望額」、2023年8月25日厚生労働省「令和６年度厚生労働省予算概算要求の主要事項 」を基に
日医工（株）が作成
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電子処方箋の全国的な普及拡大や機能向上の推進：3億1,400万円

資料No.20230915-2068-1-p4

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【電子処方箋の普及拡大に向けて、導入が進んでいる地域の医療機関等から実情を把握し課題に取り組みつ
つ、実態を反映した普及方策や利用側に向けた効果的な周知広報を実施する。また、電子処方箋管理サービ
スの機能向上を図るため、院内処方情報の登録・閲覧を可能にするためのシステム改修等を行う。】

電子処方箋の有効活用のための環境整備事業：2億2,000万円
電子処方箋の普及拡大事業：9,400万円

MPSコメント
・電子処方箋推進協議会や健康・医療・介護情報利活用検討会のWGで電子処方箋の推進策や機能の追加などについて検討されています
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電子版お薬手帳の活用推進：1,400万円

資料No.20230915-2068-1-p5

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【電子版お薬手帳の普及拡大に向けて、普及啓発を進めるとともに、閲覧機能の向上を図るため、記録された情
報を医療機関・薬局で簡易的に表示するアプリケーションの仕様の検討等を行う。】

MPSコメント
・2023年3月31日には「電子版お薬手帳
ガイドライン」が発出され、『実装すべき機
能』『実装が望ましい機能』『将来的に実
装が望ましい機能』が挙げられています
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診療報酬改定DX（施設基準の届出の電子化推進）：5億1,000万円

資料No.20230915-2068-1-p6

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_保険局より抜粋＞
【診療報酬DXにおける共通算定モジュールの導入や共通算定マスタの整備といった電子システムの運用にあわせ
て、現在は主に紙（窓口提出、郵送）により行われている保険医療機関等による施設基準等の届出の電子
化を推進することにより、保険医療機関等の作業の軽減及び効率化を図るため、保険医療機関等管理システ
ムの改修を行う。】

MPSコメント
・施設基準の届出を電子化することにより、医療機関の負担減少やより適切なレセプト審査に繋がると予想されます
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薬局機能の高度化推進：4,600万円

資料No.20230915-2068-1-p7

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【薬局を起点とする医療情報の連携や、高度な専門性に基づく薬剤師サービスの提供について検討を進め、薬
局機能や薬剤師サービスの高度化を図る。】

＜事業の概要・スキーム＞
令和５年度事業で実施した取組（デジタル技術を活用した先進的な薬局の取組、薬剤師の専門性を高めるための薬剤レビュー研修の実施、自治体と
薬局が連携して実施する健康サポート活動等）の効果検証結果をもとに評価・分析、課題の抽出を行うとともに新たに以下について検討を行う。
○医療情報連携推進
・薬局起点の医療情報（トレーシングレポート等）の情報交換サービス対応の必要性等の検討（システム構築を進めるための論点整理など）
・その他、オンライン服薬指導等に係る研修を実施
○高度な専門性を発揮した薬剤師サービス提供の推進
・専門医療機関連携薬局の専門区分の追加検討のため、緩和ケアや小児医療等に係る薬剤師による専門性の発揮に係る実態やその有用性を把握する
ための調査を実施するとともに、関係学会における専門薬剤師養成のための研修プログラムを策定

（出典）2022年7月11日「薬局薬剤師の業務及び薬局の機能に関するワーキンググループとりまとめ～薬剤師が地域で活躍するためのアクションプラン～概要資料」

MPSコメント・2022年にとりまとめられた「薬剤師が地域で活躍する
ためのアクションプラン」を推進するための項目です
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在宅薬物治療提供体制の強化：2,200万円

資料No.20230915-2068-1-p8

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

（参考）2023年6月16日閣議決定「規制改革実施計画について」を基に日医工（株）が作成、一部強調

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【在宅医療における薬物治療提供体制の強化を図るため、多職種連携等に関する実態調査、抽出された課題
の解決策の検討、薬局間での輪番等による24時間対応可能な体制の構築の支援を行う。】

12 在宅医療における円滑な薬物治療の提供

a 厚生労働省は、医師から特定の患者に対する診療について包括的指示を受けた看護師（当該包括的指示に特定の薬剤の投
与が含まれる場合に限る。）が夜間・休日を含め必要時に、医師に連絡がつかない事例や、在宅で看護師の同席の下で患者に
対してオンライン診療（ D to P with N ）を行う場合など看護師が医師と別の場所にあって、かつ、医師が医療機関外で処方
箋を円滑に発行できない事例が存在するとの指摘を踏まえ、在宅患者が適時に必要な薬剤を円滑に入手可能とする観点から、
具体的にどのような地域にどの程度の頻度でどのような課題があるかについて現場の医師、薬剤師、看護師及び患者等に対し
て調査を行い、必要な対応を検討する。

b 厚生労働省は、在宅患者への薬物治療の提供の実態について、24時間対応を行うこと等を要件とする地域連携薬局の認定
等を取得している薬局の一部において、現実には夜間・休日の調剤が行われていないことがあるとの指摘を踏まえ、必要に応じ
て実態を調査の上、必要な措置を講ずる。具体的には、地域の薬局において、夜間・休日を含む24時間対応が可能となるよう、
輪番制の導入や日々の対応薬局の公表等を実施するとともに、その実施状況に応じて、その是正等を図ることの方策も含め、
必要な対応を検討する。

c b によっても24時間対応が可能な薬局が存在しない地域については、必要に応じて、薬剤師、看護師、患者等に対し具体的
な課題を把握するための調査を行った上で、在宅患者に円滑に薬剤を提供する体制の整備に向けて必要な対応を検討する。

MPSコメント
・規制改革推進会議で検討された「訪問看護ステーションへの薬剤配置」等に関連する項目です
・薬局での24時間対応体制の構築が優先であるとされており、2024年度調剤報酬改定でも24時間対応体制を推進する見直しが考えられます
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一般用医薬品の安全かつ適正な販売の推進：1,300万円

資料No.20230915-2068-1-p9

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【オンラインによる服薬指導や遠隔での医薬品の管理など、デジタル技術を活用したOTC医薬品販売において、
医薬品の安全かつ適正な使用を確保するために必要な課題の調査、検討等を行う。】

MPSコメント
・「医薬品の販売制度に関する検討会」では、
現在必須とされている薬剤師等の店舗内配
置からデジタル技術の活用により薬剤師等が
常駐しない店舗で販売できるような仕組みが
検討されているところです
・業務の効率化や薬剤師等の人材の有効活
用に繋がることが期待されています
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学校薬剤師・地区薬剤師会を活用したOTC濫用防止対策の推進：1,600万円

資料No.20230915-2068-1-p10

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【一般用医薬品（OTC）の濫用を防止するため、医薬品の適正使用教育の推進に加えて、学校薬剤師等を
活用したOTCの濫用の危険性を含めた啓発活動や地区薬剤師会と連携したOTC濫用防止のための相談事
業等による総合的な濫用防止対策を実施する。】

MPSコメント
・2021年度に開催された薬物乱用防止教室で薬剤
師が講師を行っている割合は約30%と報告されており、
今後も薬物乱用防止対策に薬剤師の関与が期待さ
れています
・地域支援体制加算の基準「一般用医薬品の販売」
やかかりつけ薬剤師指導料の基準「医療に係る地域
活動の取組に参画していること」に関連する可能性も
考えられます
（出典）2022年11月1日薬物乱用対策推進地方

本部全国会議「資料9 薬物乱用防止教育
の推進について＜文部科学省＞」

＜2023年8月8日「第6次薬物乱用防止5カ年
戦略」より新規箇所を抜粋＞
（楽物乱用防止教室の充実強化）
・学校警察連絡協議会、研修、講演等を通じた
情報交換を実施することで、学校と警察等の関
係機関との連携を一層強化する。（文部科学
省、警察庁、法務省）
・薬物乱用防止教室等に対し、要請に応じて薬
物乱用防止指導員等の講師派遣や教材提供
を行い、児童生徒等に対する薬物乱用防止の
啓発を推進する。（厚生労働省）
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緊急避妊薬の適正販売に向けた調査事業の促進：1,000万円

資料No.20230915-2068-1-p11

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【処方箋なしで緊急避妊薬を適正販売するための対応等を検討するため、緊急避妊薬の調剤実績があるなど
緊急避妊薬の販売の体制が整っている薬局において、試行的に患者への緊急避妊薬の販売を行い、そのフォ
ローアップを通じ、販売状況、患者のフォローアップ等の調査解析を実施する。】

【現在の運用】

①受診
（オンライン可）

②処方 ③処方箋持参

②’（オンライン診療）薬局へ処方箋情報
送付後に原本を送付することも可

④服薬指導、調剤、
服用確認

⑤情報提供

【試行的な販売】

医療機関

患者

薬局

患者

①来局

②服薬指導、調剤、
服用確認

＜要件を満たした薬局＞2次医療圏～3次医療圏に１つ程度を目安
①オンライン診療に基づく緊急避妊薬の調剤の研修を修了した薬剤師が販売可能
②夜間及び土日祝日の対応が可能
③プライバシー確保が可能な販売施設（個室等）を有する
④近隣の産婦人科医、ワンストップ支援センターとの連携体制を構築可能

要件を満たした
薬局

MPSコメント
・緊急避妊薬についてはスイッチOTC化が検討されていましたが、2023年6月の検討会議では当面はOTC化を見送り、調査研究事業を行うこととされました
・事業の入札については日本薬剤師会が落札し、契約日から2024年3月29日まで事業を実施します
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災害薬事コーディネーターの養成の推進：500万円

資料No.20230915-2068-1-p12

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【都道府県における「災害薬事コーディネーター」の養成を支援し、災害時の円滑・適切な医薬品提供・衛生管
理の充実を図る。】

（出典）2023年3月17日令和4年度かかりつけ薬剤師・薬局指導者協議会について「資料１ 薬局・薬剤師を取り巻く現状及び薬剤師の資質・薬局の機能向上等に関する国の取組について」

MPSコメント
・第8次医療計画では災害発生時に都道府県
が設置する保健医療福祉調整本部の構成員と
して「災害薬事コーディネーター」が新たに記載さ
れており、災害時における薬剤師の役割が期待
されています
・連携強化加算と関連する可能性も考えられま
す
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薬剤師確保のための支援体制の整備：2,400万円

資料No.20230915-2068-1-p13

本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

＜令和６年度各部局の概算要求_医薬局より抜粋＞
【都道府県が地域の病院薬剤師会・薬剤師会等と連携し、薬剤師が不足する医療機関・薬局に対する薬剤師
確保の支援を行うための体制を整備する事業を実施し、得られた成果・知見等の共有を図る。】
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病院薬剤師偏在指標 薬局薬剤師偏在指標

薬剤師偏在指標（2036年時点）

（参考）令和5年3月29日「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会資料」を基に日医工（株）が作成

全国平均値（薬局）
1.22

全国平均値（病院）
0.82

MPSコメント
・第8次医療計画では薬剤師確保計画を策定が追加され、各都道府県で薬剤師の値域偏在の解消と共に業態（病院・薬局）偏在の解消に向けた取組を実施します
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本資料は、2023年9月5日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

○厚生労働省の2024年度予算の概算要求が公表されました
○厚生労働省の要求額は33兆7,275億円で、2023年度の概算要求額と比較して5,866億
円（うち、高齢化等に伴う自然増は5,200億円）増えており、全体額（約114兆円）の
30%となっています
○薬局や薬剤師に関連する項目では約10億円計上されています
○予算が計上されている内容は今後の薬局に求められる内容とも言えますので、2024年度調
剤報酬改定にも影響する可能性が考えられます

薬局・薬剤師に関連すると考えられる項目
電子処方箋の全国的な普及拡大や機能向上の推進 3億1,300万円
電子版お薬手帳の活用推進 1,400万円
診療報酬改定DX（施設基準の届出の電子化推進 5億1,000万円
薬局機能の高度化推進 4,600万円
在宅薬物治療提供体制の強化 2,200万円
一般用医薬品の安全かつ適正な販売の推進 1,300万円
学校薬剤師・地区薬剤師会を活用したOTC濫用防止対策の推進 1,600万円
緊急避妊薬の適正販売に向けた調査事業の促進 1,000万円
災害薬事コーディネーターの養成の推進 500万円
薬剤師確保のための支援体制の整備 2,400万円



https://www.nichiiko.co.jp/medicine/oncology-contents/

https://www.nichiiko.co.jp/medicine/oncology-contents/
https://www.nichiiko.co.jp/medicine/oncology-contents/
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